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令和６年度 学校自己評価システムシート （ さいたま市立大砂土中学校 ）     学校番号 ２２９                            【様式】 
目 指 す 学 校 像 「自ら学び続ける生徒の育成」を目指した「真の学び舎としての学校」        

          

重 点 目 標 

１ 真の学力の向上をめざし、主体的・対話的で深い学びを可能にする学習指導の充実 
２ 心身ともに元気で豊かな生徒を育成する生徒支援の充実 
３「地域とともにある学校づくり」をめざしたコミュニティ・スクールの推進 
４ 教職員一人ひとりのよさや個性を活かした学校づくりの推進 

※重点目標は４つ以上の設定も可。重点目標に対応した評価項目は複数設定可。 

※番号欄は重点目標の番号と対応させる。評価項目に対応した「具体的方策、 

方策の評価指標」を設定。 

 

  

 

 

 
     

           学 校 自 己 評 価  学校運営協議会による評価 

年 度 目 標 年 度 評 価  実施日令和７年２月６日 

番号 現状と課題 評価項目 具体的方策 方策の評価指標 評価項目の達成状況 達成度 次年度への課題と改善策  学校運営協議会からの意見・要望・評価等 

1 

（現状） 

〇令和５年度全国学力・学習状況調査では、国

語・数学・英語の３教科全てが全国・県の平均

正答率を上回っている。 

〇令和５年度の学校評価生徒アンケート調査の結

果では、「積極的な授業参加」に関する項目の

肯定的回答率は９１％、「授業の理解」に関す

る項目の肯定的回答率は８０％であった。 

（課題） 

〇令５年度全国学力・学習状況調査の内容・領域

を項目別で見ると、国語の「漢字を書く」「古

典原文と現代語文章の対比」、数学の「図形」

「データの活用」、英語の「書くこと」「読む

こと」について全国・県の平均正答率を下回っ

ている。 

〇学校での学習内容が家庭学習にどうように活か

されるかが課題である。 

・情報端末を活

用した個別最

適な学びの実

現と適切な指

導 

①全国学力・学習状況調査の結果を基に 

 生徒が自己採点し、自身の学習状況を 

把握できるようにする。 

②スタディサプリやデジタル教科書等の

デジタル教材を活用し、学力を向上さ

せる。 

①教育課程の編成・実施状況 

②自己採点による生徒の学習状況の変容 

③ＩＣＴ機器を活用した授業の推進状況 

④学校評価の関連項目の回答結果 

 

令和６年度の全国学力・学習状況調査では、国

語・数学の２教科全てが全国の平均正答率を上回

った。生徒が自己採点し、自身の課題について把

握することができた。スタディサプリについて

は、使用割合を上げたい。 

Ａ 

今年度は、全国平均を上回った結果で

あるが、生徒の学力の傾向について再度

分析し、学力定着を目指す。また次年度

は、スタディサプリを使用する時間を設

定し、デジタル教材等を活用しながら、

授業改善を図り、また家庭学習を促す。 

 

・大変よく頑張っている。 

・「真の学力」について具体的

に説明が欲しい。 

・アクティブラーニングと基礎

基本の定着とを両立させるこ

との難しさを感じる。 

・スタディサプリをより効果的

に活用できると良い。 

・家庭学習の充実（習慣）を図

る必要がある。 

・「大砂土中ア

クティブラー

ニ ン グ モ デ

ル」の授業実

践 

 

・ＳＴＥＡＭＳ

教育の実践に

よる探究的学

びの実現 

①アクティブラーニング型授業の実践に

より、主体的・対話的に学ぶ力を育成

する。 

②「ＳＴＥＡＭＳ ＴＩＭＥ」を総合的

な学習の時間に位置付け、プログラミ

ング的な思考を取り入れた探究的な学

習を実施する。 

③探究学習プログラム「さいたまエンジ

ン」の実践を通し、コミュニケーショ

ン力や創造力を育成する。 

①教育課程の編成・実施状況 

②各教科等の授業状況 

③ＩＣＴ機器を活用した授業の推進状況 

④学校評価の関連項目の回答結果 

学校評価生徒アンケート調査の結果、「学校

の授業をよく理解できている」という割合は、

約９０％であった。しかし、主体的・対話的に

学ぶ力の育成のためにアクティブラーニング型

授業を実践し、理解が深まっている部分もある

が、確実な理解の定着には課題が見られる。 

また探究学習プログラム「さいたまエンジン」

については、生徒の発想が活かされるよい取組

であり、コミュニケーション力が身に付いた。 

Ｂ 

アクティブラーニング型の授業実践を

通し、生徒に主体的・対話的に学ぶ力が

身に付いたか否かは、経年変化を見てい

く必要がある。 

学校評価生徒アンケート調査の結果、

「学校はＩＣＴを活用した授業を行って

いる」と回答した生徒の割合は約９４％

であった。今後もＩＣＴ機器を有効活用

した授業を推進していくと同時にさらに

理解が定着するように改善していく。 

2 

（現状） 

〇令和５年度の学校評価アンケート調査の結果で

は、「安全で安心な学校生活」に関する項目の

生徒の肯定的回答率は９７％、保護者の肯定的

回答率は９２％であった。また「安全・安心へ

の配慮」に関する項目の生徒の肯定的回答率は

８９％、保護者の肯定的回答率は８６％であっ

た。 

（課題） 

〇生徒は２校の小学校から入学して来るが、割合

として、ほぼ一小一中の環境下にあり、構築さ

れた人間関係を意識する傾向がある。配慮を要

する生徒をはじめ、生徒一人ひとりが発信する

サインを素早く察知し、支援・相談体制をより

一層確立することが課題である 

・生徒一人ひと

りへのきめ細

かい生徒支援

や教育相談体

制の確立 

①スクールダッシュボードを活用し、生

徒一人ひとりの状況を素早く把握

し、迅速に対応に当たる。 

②教育相談部会を中心に、不登校生徒や

配慮の必要な生徒の情報を共有し、

組織的に対応する。 

③「心と生活のアンケート」の結果に応

じた面談を実施する。 

①生徒の心身の健康に関する把握状況 

②教育相談の状況 

③不登校生徒への支援の状況 

④学校評価の関連項目の回答結果 

  

学校評価生徒アンケート調査の結果、「学校で

安心して勉強できる」という割合は、約９５％で

あった。毎学期初めに実施した「心と生活のアン

ケート」の結果を重視し、二者面談を全員行うな

ど、生徒一人ひとりに向き合う対応を行った。ま

た、週１回行われる教育相談部会を通し、配慮の

必要な生徒の情報共有を密に行ってきた。 

 

 

 

Ａ 

 

次年度も引き続き、生徒一人ひとりの

心身の健康について意識を高めて把握を

し、迅速な対応を組織的に行っていく。

また不登校生徒の定期的な安否の確認を

行うとともに支援の在り方については、

その都度確認をし、対応していく。 

 

・生徒の教育相談体制が大変よ

く整っている。 

・スクールロイヤー等の専門家

による講義を実施すること

は、大変よい取組であった。 

・子どもたちの実態を直接知る

うえで、小学校教員と授業公

開週間をとおして連携を図る

ことは重要である。 

・安全な生活の

実現に向けた

主体的教育活

動の充実 

①いじめ撲滅強化月間を中心に、いじめ

防止に関する取組を行う。 

②いじめ予防授業を実施する。 

③スクールロイヤーによる情報モラルに

関する講義を実施する。 

④日頃より生徒一人ひとりに寄り添い、

共感的人な間関係を構築する。 

①生徒支援の状況 

②いじめ撲滅に向けての取組状況 

③道徳・特別活動の授業の取組状況 

④学校評価の関連項目の回答結果 

  

学校評価生徒アンケート調査の結果、「いじめ

のない明るい学校生活を送っている」という割合

は、約９３％であった。いじめ予防授業等の取

組、また道徳や特別活動等の授業、その他、スク

ールロイヤーによる専門家からの講義により生徒

の意識が高まったと思われる。 

 

 

 

 

Ａ 

  

いじめの認知に至らなくても、生徒間

の人間関係のトラブルの件数が多いのが

現状である。道徳や特別活動の授業をは

じめ、教科の授業の際には、生徒の反応

や行動を注意深く見守りながら、教科指

導に当たる必要がある。 
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（現状） 

〇本校は創立７７年目を迎え、保護者をはじめ、

地域在住の方に卒業生が多く、伝統校として地

域に認知されている。 

〇学校運営協議会において、目指す生徒像につい

て熟議を重ね、生徒を地域全体で育成していく

ことを共有している。 

（課題） 

〇地域との交流活動について具体的な取組方法を

考えていく。 

〇本校の教育活動について工夫を重ねながら外部

発信していく。 

・学校運営協議

会を通した家

庭・地域との

関係性の構築 

①学校だよりやＨＰ等を通して、生徒の

活動状況を家庭や地域に発信する。 

②学校行事等について保護者をはじめ、

地域に積極的に参加を呼びかける。 

③年間３回開催予定の学校運営協議会に

おける熟議を充実したものとする。 

①学校運営協議会の開催状況 

②保護者・地域との連携状況 

③学校評価の関連項目の回答結果 

学校だよりやＨＰを通して、教育活動の様 

子を家庭や地域に発信することができた。学校行

事においても、ＰＴＡ役員を中心とする保護者ボ

ランティアの協力を仰ぎながら、盛大に実施する

ことができた。また、学校運営協議会を３回実施

する中、学校の課題を提示し、熟議を充実させる

ことができた。 

Ａ 

次年度も引き続き、生徒の活動の様子

を積極的に外部発信していく。同時に授

業参観の設定時期を考え、保護者をはじ

め、地域にも公開の機会を広めていきた

い。 

 

・地域の状況を考えると、現段 

階では、学校はよくやってい

る。 

・子どもたちの地域参加につい

ては課題があるが、可能な範

囲で地域からも呼び掛けを行

っていきたい。 

・公民館等との施設間連携を図

るとよい。 

・地域との連携

を踏まえた教

育活動の実践 

 

 

①地域の活動に積極的に参加する。 

②地域の方を講師とし、体験出前講座を

実施する。 

③民生委員連絡会を実施し、地域の状況

を共有する。 

①関連機関との連携状況 

②学校評価の関連項目の回答結果  体験出前講座を実施し、地域の方との関わりを

深めるとともに、各講座への生徒の意欲・関心が

高まった。また、民生委員連絡会を通し、情報共

有することができた。 

Ｂ 
生徒の地域への活動参加については、

課題が残る。地域への参加の幅をどう広

げていくか、今後の焦点となる。 

4 

（現状） 

〇「自ら学び続ける生徒の育成」を研究課題と

し、教職員の指導力・学校の組織力向上のため

の研修を計画的に実施している。特に昨年度に

引き続き、「道徳教育」についてさらに研究を

進めている。 

〇令和５年度の学校評価教職員アンケート調査の

結果では、ＩＣＴ機器を活用して授業を行った

教職員の割合は９６％であった。 

（課題） 

〇ＩＣＴ機器の授業活用については全教員の共通

理解の下、実施することが課題である。 

〇経験年数の少ない教員への指導方法の継承が課

題である。 

・ＩＣＴ機器を

活用した個別

最適な学びと

協働的な学び

の一体化教育

の充実 

 

・教職員の特性

を活かした指

導力の向上と

組織力の確立 

①エバンジェリストを中心に、授業にお

けるＩＣＴ機器の効果的な活用方法に

ついて計画的に校内研修を実施する。 

②研究推進委員会を中心に、研究課題に

向けた校内研修を計画的・組織的に実

施する。 

③道徳の授業を充実させる。 

④指導主事を招聘した研修会を年間２回

以上実施する。 

⑤教職員の資質向上に関わる校内研修等 

 を年間４回以上実施する。 

①ＩＣＴ機器を活用した授業の推進状況 

②指導主事招聘の研修による課題解決に

向けての取組状況 

③教職員の資質向上に関わる研修状況 

④学校評価の関連項目の回答結果 

 

学校評価教職員アンケート調査の「ＩＣＴ機器

の授業での活用」の割合は、約９０％であった。

またＩＣＴ機器を有効活用した授業の実践におい

ては、エバンジェリストを中心に効果的な活用方

法について計画的に校内研修を実施し、実用に繋

がった。今後もデジタルとアナログを併用しなが

ら、授業実践を行っていく。 

研修に関しては、研究推進委員会を中心に、道

徳教育を推進し、次年度への土台作りができた。

加えて指導主事を招聘した研修会を２回（道徳・

生徒支援）、教職員の資質向上に関わる校内研修

を４回実施し、教育公務員としての意識を高める

ことができた。 

Ａ 

次年度  

道徳教育に関しては、令和８年度の

『「個別最適な学び」と「協働的な学

び」の一体化の充実』の研究発表に向け

て、その基礎として、さらに推進してい

く。また教職員の資質向上についても校

内研修等を計画的に行い、教育公務員と

しての意識を学校全体で高めていく。 

ＩＣＴ機器を活用した授業実践につい

ては、引き続き推進をし、デジタルの良

さとアナログの良さを使い分けながら、

個別最適な学びと協働的な学びの一体化

教育の充実を図っていく。 

 

 

 

 

 

・教職員の育成について計画的

に取り組めている。 

・１小・１中に近い関係の状況

で、教職員間の研修等を工夫

して取り組むことができてい

る。 

・ICTに偏りすぎない視点は重

要である。 



 


